








Ⅰ. は じ め に
わが国では, 民法713条において, 精神上の障害により自己の行為の責
任を弁識する能力 (以下, ｢責任能力｣ とする
(１)
｡) を欠く者 (以下, ｢精神
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せている｡ また, 同条ただし書きにおいて, 監督義務者がその義務を怠ら
なかったとき, 又はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったとき
には免責されると規定されている｡ ここで, 713条における ｢責任能力｣
とは, 他人に損害を与えた場合に不法行為がなされたとして賠償責任を負
担させるために, その者が備えていることが必要である一定の知能または
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(２) 日本法においては, ｢精神障害者｣ という表現が用いられることが多
く, また, ｢(精神障害を理由とする) 心神喪失者｣ という表現が用いられ
ることもあるが, 本稿では ｢精神疾患者｣ という表現を用いる｡
(３) 藤岡康宏 『民法講義Ⅴ不法行為法』 (信山社, 2013年) 134頁｡ 責任無
能力者は, 713条で規定されている精神疾患者の他に, 712条で規定されて
いる未成年者のことも指す｡
(４) 加藤一郎 『不法行為』 (有斐閣, 増補版, 1982年) 140頁｡
(５) 平井宜雄 『債権各論Ⅱ不法行為』 (弘文堂, 1997年) 92－93頁, 平井
宜雄 『損害賠償法の理論』 (東京大学出版会, 2004年) 418頁｡ 前田達明
『民法Ⅵ2 (不法行為法)』 (青林書院新社, 1980年) 65頁, 森島昭夫 『不法





｣ とされた｡ このように, 日本民法は, ｢過失責任の原則










｣ であると主張されており, その根拠は ｢家族関係の特
殊性
(11)






任は, 具体的な過失を検討することなく広く認められてきた｡ しかし, 近
年では, 認知症高齢者の不法行為に関して, 最判平成28年３月１日民集70
巻３号681頁 (以下, ｢JR東海事件｣ とする
(13)
｡) において, 同居の配偶者 Y1
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(７) 幾代通 『不法行為法』 (筑摩書房, 1977年) 180頁｡
(８) 前田達明・前掲注(５)137頁｡
(９) 松坂佐一 ｢責任無能力者を監督する者の責任｣ 我妻先生還暦記念 『損
害賠償責任の研究 (上)』 (有斐閣, 1957年) 161頁, 四宮和夫 『事務管理・
不当利得・不法行為 (下巻)』 (青林書院, 1985年) 670頁｡
(10) 平井・前掲注(５) 『債権各論』 214頁｡
(11) 加藤・前掲注(４) 『不法行為』 159頁, 平井・前掲注(５) 『債権各論』
214頁, 潮見佳男 『不法行為法Ⅰ』 (信山社, 第２版, 2013年) 408頁｡
(12) 林誠司 ｢監督者責任の再構成 (一)｣ 北法55巻６号 (2005年) 2278頁｡
(13) 認知症高齢者Ａ (事故当時91歳) が, 徘徊中に JR東海の駅構内の線
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(妻 Y1および長男 Y2) に対して, この事故による列車遅延によって生じ
た損害について賠償請求をした事案である｡ なお, Y1は事故当時85歳で




らすもの－｣ 静法18巻 3・4号 (2014年) 576頁以下, 前田太朗 ｢判批｣ 新・
判例解説 Watch (法セ増刊) 15号 (2014年) 83頁以下, 窪田充見 ｢責任能
力と監督義務者の責任―現行法制度の抱える問題と制度設計のあり方｣ 現
代不法行為法研究会編 『現代不法行為法の立法的課題』 (商事法務, 2015
年) 71頁以下, 久須本かおり ｢認知症の人による他害行為と民法714条責
任, 成年後見制度｣ 愛大203号 (2015年) 67頁以下, 窪田充見 ｢判批｣ ジュ
リ1491号 (2016年) 62頁以下, 樋口範雄 ｢『被害者救済と賠償責任追及』
という病－認知症患者徘徊事件をめぐる最高裁判決について｣ 曹時68巻11
号 (2016年)１頁以下, 前田陽一 ｢認知症高齢者による鉄道事故と近親者の
責任 ( JR東海事件) ―精神障害による責任無能力者をめぐる解釈論・立
法論の検討素材として｣論究ジュリ16号 (2016年) 17頁以下,田上富信 ｢認
知症患者の徘徊事故に対する監督義務者の責任｣ 愛学58巻 1・2 号 (2017
年) 399頁以下, 城内明 ｢精神障害者の不法行為と監督義務者の責任｣ 末
川民事法研究１号 (2017年) 29頁以下等がある｡






































｣ という見解がある｡ さらに, 比較法的な観点から
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(15) 窪田・前掲注(13) ｢責任能力と監督義務者の責任｣ 81－82頁｡
(16) 平井・前掲注(５) 『債権各論』 93頁｡
(17) 窪田・前掲注(13) ｢責任能力と監督義務者の責任｣ 93頁｡
(18) 水野紀子 ｢精神疾患者の家族の監督者責任｣ 町野朔先生古稀記念 『刑
事法・医事法の新たな展開 (下巻)』 (信山社, 2014年) 258頁｡
(19) 藤岡・前掲注(３) 142頁｡
(20) 加藤・前掲注(４) 『不法行為』 142頁, 澤井・前掲注(１)191頁, 水野・
前掲注(18)267－268頁, 益澤彩 ｢過失不法行為における帰責・免責システ
ムの構造 (二・完)｣ 民商126巻２号 (2002年) 237頁｡
(21) 星野・前掲注(６)89頁｡























































認定している｡ アメリカ法では, 原則として, 精神疾患者が不法行為をし
た場合に, 精神疾患を抗弁として免責されることはなく, また, 監督義務
者という立場のみによって家族が無過失的に責任を負わされることもない｡
したがって, 原則として, 精神疾患者が不法行為をした場合は, 未成年者
の不法行為に対して親の責任が問題となるように, 家族の監督義務者とし
ての責任が問題となることはない｡
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(26) 加藤一郎 ｢過失判断の基準としての 『通常人』 －アメリカ法における
『合理人』 をめぐって－｣ 我妻榮先生追悼論文集 『私法学の新たな展開』
(有斐閣, 1975年) 445－446頁, 木下毅 ｢日米比較不法行為法序説 (一)｣






アメリカ法では, 日本法の ｢過失｣ に近い概念として, ｢ネグリジェン













法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 405(1197)
(27) Keeton et al., Prosser and Keeton on the Law of Torts 28 (5th ed.
1984); Dobbs et al., The Law of Torts 121 (2nd ed. 2011). イギリスにお
いてネグリジェンスという不法行為が形成された歴史的経緯についての邦
文文献として, 望月礼二郎 ｢ネグリジェンスの構造 (一) (二・完)｣ 法学
36巻４号 (1973年) １頁以下, 37巻２号 (1973年) １頁以下, 幡新大実
『イギリス債権法』 (東信堂, 2010年) 67－99頁等がある｡ また, アメリカ
不法行為法におけるネグリジェンスについて日本法の過失と比較しながら
紹介した邦文文献として, 木下・前掲注(26) (一), 木下毅 ｢日米比較不
法行為法序説 (二・完)｣ 立教29巻 (1987年) 51頁以下, 1800年から南北
戦争までの時期のアメリカのネグリジェンス形成過程についての邦文文献
として, 竹川雅治 ｢アメリカ 『不法行為法』 におけるネグリジェンスの形














｡｣ と規定されている｡ すなわち, 当該状況下において合理人であれば
払うであろう通常の注意を払って行動しなかったことによって他人に損害
を与えた者は, ネグリジェンスに基づいて責任を負うのである｡













原告に対して注意義務 (duty of care) を負っており, ②被告がその義務
に違反し (breach of duty), ③その結果 (causation) として, ④原告に損






















406(1198) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(28) Restatement (Second) of Torts 282 (1965).
(29) Id. at 283.
(30) Restatement (Third) of Torts 3 (2010).
(31) See Loverage v. Carmichael, 204 N.W. 921, 922 (Minn. 1925).
(32) Blyth v. Birmingham Waterworks, 11 Ex. 781, 784 (1856).
















Vaughan v. Menlove 事件
(37)
をリーディングケースとして確立され, 本判決
以降, 客観的合理人という考え方は, ｢同様の状況下における｣ という形
論
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(34) Keeton et al., supra note 27, at32 ; Dobbs et al., supra note 27, at124,
125. ネグリジェンスが成立するための要件については, 木下・前掲注(27)
(二) 60－77頁, 望月・前掲注(27) (一) 14頁以下, 同 (二) １頁以下,
竹川・前掲注(27)65頁で詳細に紹介されている｡
(35) 加藤・前掲注(26) ｢通常人｣ 443頁以下では, アメリカ法においてネ
グリジェンスの有無を判断する基準となる ｢合理人｣ を, ①一般的基準,
②子どもの場合, ③精神・身体に異常のある場合, ④職業人・専門家の場
合, に分けて論じられている｡
(36) Keeton et al., supra note 27, at32 ; Dobbs et al., supra note 27, at127.
























長きにわたって直接結果説が採用されてきたが, 1961年の Wagon Mound
事件
(40)
























408(1200) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(38) 加藤・前掲注(26) ｢通常人｣ 436頁, 望月・前掲注(27) (一) ８頁｡









『イギリス損害賠償法の理論』 (有信堂, 1995年) 47－54頁, 樋口・前掲注
(26)157－158頁等がある｡
(40) Oversea Tankship (U.K.) Ltd. v. Morts Dock & Engineering Co., Ltd.,
[1961] AC 388, [1961] 1 All E.R. 404 (P.C.). 本件は, オーストラリアの



















接結果であることが認定された｡ 枢密院は, 直接結果説を否定し, ｢Ｙの
責任は実際に生じた損害の予見可能性によって決定されなければならない｡
それゆえ, Ｘが保護されるべきは, 予見できる結果についてのＹの責任で
あって, 予見できない結果についてのものではない｡｣ と述べて, Ｙの損
害賠償責任を否定した｡ この判例を紹介した邦文文献として, 樋口・前掲
注(26)162頁, 田井義信 ｢不法行為による損害賠償｣ 藤倉晧一郎ほか編
『英米判例百選』 (有斐閣, 第３版, 1996年) 196－197頁等がある｡
(41) Hadley v. Baxendale, [1854] 9 Ex. 341, 156 Eng. Rep. 145.
(42) 契約違反に対する損害賠償に関するルールであり, 通常損害 (general
damages) については当該契約違反から通常生ずると考えられる損害に対
して賠償責任を負うが, 特別損害 (special damages) については契約締結
時点で予見可能であった損害に対してのみ賠償責任を負うとするルール｡
(43) Palsgraf v. Long Island R.R., 162 N.E. 99 (N.Y. 1928). See also Dobbs et









注(26)163－165頁, 平野晋 『アメリカ不法行為法』 (中央大学出版部,










































410(1202) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
173頁, 米村慈人 ｢注意義務の範囲・相当因果関係｣ 樋口範雄ほか編 『ア
メリカ法判例百選』 (有斐閣, 2012年) 172－173頁, 平井・前掲注(５)
『損害賠償法の理論』 116－121頁, 田井・前掲注(39)54－56頁等がある｡
(44) Restatement (Second) of Torts 281(b) (1965).
(45) Dobbs et al., supra note 27, at 202. See e.g., Tetro v. Town of Stratford,
458 A.2d 5 (Conn. 1983); Thompson v. Kaczinski, 774 N.W.2d 829 (Iowa
2009); Leavitt v. Brockton Hospital Inc., 907 N.E.2d 213 (Mass. 2009); J.T.
Baggerly v. CSX Transportation, Inc., 635 S.E.2d 97 (S.C. 2006); Haynes v.
Hamilton County, 883 S.W.2d 606 (Tenn. 1994).
(46) Roscoe Pound, The Spirit of the Common Law 21 (Boston Jones Com-
pany, 1921); Roscoe Pound, Interpretations of Legal History 56 (MacMillan
Company, 1923). 木下・前掲注(26) (一) ７頁, 伊藤正巳・木下毅 『アメ










｡ すなわち, アメリカ法においては, 同じ行為であっても被告が
原告に対して注意義務を負っていなければ, ネグリジェンスという不法行
為自体が成立しないのである｡ このような関係主義的ネグリジェンス理論
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(47) Pound (1923), supra note 46, at 5657. 木下・前掲注(26) (一) ７頁｡
(48) Pound (1921), supra note 46, at 23. 木下・前掲注(26) (一) ７頁｡
(49) G. Edward White, Tort Law in America : an intellectual history 106110
(Oxford University Press, 1980). 木下・前掲注(27) (二) 59頁｡
(50) White, supra note 49, at 108110.
(51) 卯辰昇 ｢過失の衡量的評価と規範的評価－アメリカ不法行為法リステ
イトメントにおける過失衡量論をてがかりに－｣ 早法53巻 (2003) 47頁以
下, 木下・前掲注(26) (一) 13頁｡
は, 同じ行為であっても状況によってネグリジェンスが認定されるか否か








すなわち, リスクの必要性, である｡ テリーは, 以上の５つの要素を考慮
して, 合理人が予見し得る不相当に大きなリスクを他人に与えた者は, ネ
グリジェンスに基づいて責任を負うと主張した｡ このテリーの考え方を引






























412(1204) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(52) Terry, supra note 33, at 4243. 卯辰・前掲注(51)53－54頁, 平野・前
掲注(43)285－290頁でも紹介されている｡
(53) ハンドの定式に関する邦文文献として, 尾島茂樹 ｢わが国における
『法と経済学』 研究と不法行為｣ 星野英一先生古稀祝賀 『日本民法学の形
成と課題 (下)』 (有斐閣, 1996年) 55－56頁, 卯辰・前掲注(51)62頁, 平
野・前掲注(43)266－290頁等がある｡
(54) 159 F.2d 169 (2d Cir. 1947). 本件は, ニューヨーク港の埠頭に係留さ
れていた艀が流され, 停泊中のタンカーに衝突して沈没したため, 満載さ
れていた小麦粉が失われたとして, 艀の所有者, 傭船主, タグボートの所
有者, 小麦粉の所有者, 合衆国政府の５当事者に対して損害賠償請求訴訟
を提起した事案である｡ この判例を紹介した邦文文献として, 樋口・前掲
注(26)72－74頁, 藤倉晧一郎 ｢過失の判定式｣ 『英米判例百選』 170－171
頁, 芹澤英明 ｢過失の判定式｣ 『アメリカ法判例百選』 166－167頁, 卯辰・
前掲注(51)55－66頁等がある｡
が流される蓋然性 (Probability), ②それによって発生する損害の重大性
(Loss), ③予防のために適切な注意を払う負担 (Burden), の３つの要因
によって決定されると提唱した｡ 本件の状況下では, 長時間にわたり艀を
離れていたのであり, 不等式で表すと B＜PL となり, 傭船主は艀に乗組
員を配置すべきであったと判断された｡ 本件において, ハンド裁判官が提











｡ そして, ネグリジェンスは, 原則として, 客観的合理人
の基準に基づいて判断されると考えられているが, 例外として, 個別的な
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414(1206) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(57) 精神疾患には様々な表現があり, 旧来は法的な精神疾患として insan-
ity や lunacy という語が用いられていたが, 現在では主に mental disability
や mental defect, mental impairment, unsound mind 等が用いられている｡
また, 精神的無能力 (mental incapacity または incompetency) や精神薄弱
(mental deficiency) という表現もある｡ しかし, 精神疾患は抗弁として認
められてこなかったため, 厳密に定義する必要はなかった｡ See William J.
Curran, Tort Liability of the Mentally Ill and Mentally Deficient, 21 Ohio St. L.
J. 52, 64 (1960).




いる [Dobbs et al., supra note 27, at 131]｡ ただし, ルイジアナ州では,
フランス法の影響を受けてアメリカにおいて唯一, 精神疾患者の責任を原
則否定している｡ See Yancey v. Maestri, 155 So. 509 (La. 1934).
(59) Stephanie I. Splane, Tort Liability of the Mentally Ill in Negligence Action,
93 Yale L. J. 153, 154 note 5 (1983).
(60) George J. Alexander & Thomas S. Szasz, Mental Illness as an Excuse for
Civil Wrongs, 43 Notre Dame L. Rev. 24, 2425 (1967).
通常の判断能力を有しておらず, 自己の行為をコントロールすることがで
きないため, 客観的合理人と同じ基準に基づいて行動することができない
者｣ を意味するものとする｡ 本章では, アメリカにおける精神疾患者のネ
グリジェンス認定基準の原則および例外的なルールをリーディングケース





義務基準は, 通常の知能, 判断力, 理性を備えた合理人の基準と同じであ
る
(61)






の Weaver v. Ward 事件
(63)
をリーディングケースとして確立され, 1894年の
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(61) Dobbs et al., supra note 27, at 130.
(62) Id.







(64) Williams v. Hays, 38 N.E. 449 (N.Y. 1894). 被告Ｙは, ブリッグ型帆船
(以下, ｢当該帆船｣ という｡) を操縦中に嵐に遭遇し, 当該帆船は漂流し
れた｡
1934年の第１次不法行為法リステイトメント283条には, ｢行為者が子














は, ｢行為者が子どもでない限り, 行為者は精神疾患 (insanity) または他

































(65) Restatement (First) of Torts 283 (1934).
(66) Restatement (First) of Torts 283 (Supp. 1948).
(67) Splane, supra note 59, at 155. 1934年から1948年の間に出された判決
は比較的少なく, 主に精神疾患者の故意による不法行為を扱ったものであ
る｡ 例えば, McGuire v. Almy, 8 N.E.2d 760 (1937), Van Vooren v. Cook,
273 A.D. 88 (N.Y. 1947) がある｡ 唯一, 精神疾患者がネグリジェンスに基
づいて責任があると判示された事例として, Sforza v. Green Bus Lines,






条でも同様に, ｢行為者の精神的または感情的な疾患 (mental or emo-
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あり, 同条コメントｄでは, 突発的な心神喪失の例として, 心臓発作, 脳
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｡ そして, 連邦証拠規則が Frye ルール
に取って代わったことが明らかになった事例として Daubert v. Merrell
Dow Pharmaceuticals, Inc. 事件 (以下, 本判決で示された基準を ｢Daubert
ルール｣ という
(126)
｡) があり, 合衆国最高裁判所は, 連邦証拠規則に基づい
て提供された科学的な証拠に信頼性があるか否かを事実審裁判所が決定す
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Ⅴ. お わ り に
本稿では, アメリカ法における精神疾患者の不法行為責任について検討
してきた｡ 精神疾患者は, 原則として, 自己の不法行為に対して客観的合
理人の基準に基づいて責任を負うのであり, 精神疾患を理由として責任が
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Tort Liability of Mentally Disabled Persons in the U.S.
Yoshie OKITA
In the U.S., mentally disabled persons are liable for their torts based on
the standard of ordinary prudent person, therefore, they are not exempted
from liability just because they are mentally disabled.
On the other hand, in Japan, mentally disabled persons are not liable for
their torts because they do not have ability to understand and control the
conduct of their own. Instead, family members who are in position to super-
vise that mentally disabled persons are held to be liable. Although they are
exempted from liability when they prove they did not fail to fulfill their duty,
it is, in fact, quite difficult to prove that.
This article intends to find the possibility that mentally disabled persons in
Japan are held to be liable for their own torts by clarifying the negligence
standard of mentally disabled persons in the U.S., focusing on neuroscientific
evidence recently developing.
